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沖縄情報通信ハブ 
国際シンポジウム 
開催について 
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　去る3月27日、28日の2日間の日程で名護市のザ・ブセナテラスビーチリゾート・ホテルにおいて、沖縄
情報通信国際シンポジウムが開催されました。 
　本シンポジウムは、沖縄県の持つ投資環境等の魅力や将来性を広くピーアールするとともに、「沖縄
経済振興21世紀プラン」中間報告で示された「沖縄国際情報特区構想」の検討状況を説明し、広く意
見を聴取して県内への情報通信関連産業の誘致を活発化させることを目的に開催されたものです。 
　稲嶺惠一沖縄県知事の挨拶、広瀬勝貞通商産業事務次官等の基調講演の後、パネルディスカッシ
ョンが行われ、島田晴雄慶応義塾大学教授をコーディネーターに内外からのパネラー５人による各々の
地域や国における、これまでの情報化進展のための施策・現状等について活発な討議が行われました。 

　
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア・ス
ー
パ
ー・コ
リ
ド
ー
計

画
の
戦
略
を
説
明
。戦
略
の
基
本
は
、ワ
ー

ル
ド
ク
ラ
ス
の
企
業
誘
致
政
策
で
あ
り
、ワ

ー
ル
ド
ク
ラ
ス
に
刺
激
さ
れ
ロ
ー
カ
ル
企
業

も
ワ
ー
ル
ド
企
業
に
成
長
す
る
こ
と
を
期

待
し
た
と
の
こ
と
。そ
の
た
め
に
、サ
イ
バ
ー

ロ
ー（
法
体
系
）の
整
備
、イ
ン
フ
ラ
整
備
、ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
シ
ョッ
プ
機
能
の
あ
る
開
発
公

社
の
存
在
な
ど
、ス
マ
ー
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

よ
り
多
く
の
技
術
と
能
力
を
集
積
さ
せ

る
こ
と
で
、目
標
実
現
に
向
か
っ
て
現
在
も

進
展
中
と
の
こ
と
。 

　
類
似
す
る
沖
縄
で
も
そ
の
必
要
性
を

説
い
た
。ま
た
、空
港
へ
の
ア
ク
セ
ス
や
英
語
、

運
営
コ
ス
ト
、太
平
洋
の
市
場
、起
業
家
支

援
策
、教
育
環
境
の
ほ
か
に
経
済
の
規
模

と
電
子
商
取
引
の
成
長
を
促
す
施
策
の

重
要
性
を
説
い
た
。 

  

　
長
距
離
電
気
通
信
分
野
や
ロ
ー
カ
ル
で

の
電
気
通
信
分
野
の
規
制
緩
和
に
よ
り

競
争
で
新
規
参
入
が
可
能
と
な
っ
て
発
展

し
て
お
り
、さ
ら
に
こ
れ
か
ら
は
ロ
ー
カ
ル

ラ
イ
ン（
住
宅
部
門
）の
デ
ー
タ
通
信（
音
声
、

ビ
デ
オ
、高
速
デ
ー
タ
）の
ア
ク
セ
ス
の
確
保

を
目
的
と
し
た
動
き
が
鍵
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
競
争
の
促
進
に
よ
り
、標
準
化
が
進

み
、コ
ス
ト
の
低
減
が
図
ら
れ
た
こ
と
や
電

子
商
取
引
が
今
後
二
年
で
世
界
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
五
％
を
占
め
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、沖
縄
で
の
取
り
組
み
を
も
促
し

た
。ま
た
、ア
メ
リ
カ
で
は
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

に
よ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
が
成
長
し
て
お
り
、

沖
縄
で
も
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
を
利
用
す
る

こ
と
を
薦
め
た
。 

  

　
世
界
各
国
が
情
報
ハ
ブ
づ
く
り
を
取
り

組
む
中
で
、日
本
は
通
信
イ
ン
フ
ラ
、労
働

者
、地
理
条
件
等
が
備
わ
る
沖
縄
に
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
社
会
の
情
報
拠
点
と
し
て
世
界

に
向
け
た「
出
島
」を
作
る
べ
き
と
し
、分

野
と
し
て
は
、コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
の
顧
客
管

理
シ
ス
テ
ム
や
デ
ー
タ
ウ
ェ
イ
ハ
ウ
ス
な
ど
示

唆
し
た
。 

   　
各
パ
ネ
ラ
ー
か
ら
の
こ
れ
ら
報
告
・
提
言

等
を
受
け
て
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
島
田
氏

は
、各
発
表
者
の
共
通
事
項
と
し
て
、ヒ
ュ

ー
マ
ン・
リ
ソ
ー
ス・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
が
重

要
で
あ
る
と
し
、不
断
に
そ
の
水
準
を
レ
ベ

ル
ア
ッ
プ
し
て
い
く
、ハ
イ
レ
ベ
ル・エ
デ
ュ
ケ
ー

シ
ョ
ン
と
い
う
仕
組
み
を
作
っ
て
、ハ
イ
レ
ベ

ル
な
知
識
を
活
用
し
て
吸
収
す
る
よ
う
な

産
業
を
育
て
て
い
く
こ
と
が
特
に
重
要
な

ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
こ
と
と
、沖
縄
は
、日
本

の
中
で
は
マ
ル
チ
カ
ル
チ
ャ
ー
で
諸
外
国
の

人
が
入
り
や
す
く
、ヒ
ュ
ー
マ
ン
リ
ソ
ー
ス
を

活
用
す
る
と
き
一
番
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
に

な
り
、そ
れ
が
沖
縄
の
最
大
の
強
み
で
あ

る
と
取
り
ま
と
め
た
。 

 

　 　
二
日
目
の
岡
本
行
夫
氏
を
中
心
と
し

た
パ
ネ
ル
デ
イ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
は
紙
面
の
都
合

上
、割
愛
さ
せ
て
頂
き
ま
す
が
、二
日
間
に

わ
た
る
講
演
及
び
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
詳
細
は
、

沖
縄
総
合
事
務
局
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て

録
画
配
信
し
て
お
り
ま
す
の
で
興
味
の
あ

る
方
は
是
非
ご
覧
く
だ
さ
い
。 
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ー
ム
ペ
ー
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ア
ド
レ
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http://w
w
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.ogb.go.jp/johoshim

po/ 
マ
レ
ー
シ
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リ
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日
　 

本 
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局の動き 

『国有財産情報公開システム』 
の運用開始 

　国有財産の1件別情報、国会に報
告している情報等について、インターネ
ット上で公開するための「国有財産情
報公開システム」の運用を去る4月3日
（月）から開始しました。 
　当該システムでは、各省庁の所管す
る行政財産約44,000口座（沖縄県内
は約700口座）を1件別に所在地、用
途（庁舎、宿舎等）、数量、台帳価格、
容積率等の内容を見ることができます。
ま た、省庁・都道府県等でも検索で き
るほか、地図情報ともリンクされている
ことから地図上でも検索 ができます。
なお、普通財産につ いては、平成14
年度に掲載する予定です。 
　また、沖縄総合事務局財務部が行
っている一般競争入札や価格公示売
却に関する情報はもちろん、他各財務
（支）局の情報も閲覧できます。 
　当該システムではこのほかにも、国
有財産の概要等を説明しているほか、
国会に報告している「国有財産増減
及び現在額総計算書」等も公開して
おります。なお、当該システムは、大蔵
省 ホームページの「国有財産」の項
目を開くと閲覧できるほか、沖縄総合
事務局のホームページからも閲覧でき
ます。 

第５１回「沖縄県植樹祭」を 
南北両大東村で開催 

　去る４月２９日の「みどりの日」に第５１
回沖縄県植樹祭が「２０００年 豊かな
郷土の森づくり」をテーマに、大東島
開拓１００周年を記念して南北両大東
村の国民運動場及び総合運動公園
でそれぞれ開催されました。沖縄県植
樹祭は、森林の働きに対する重要性を
認識し、みどり豊かで潤いのある環境
づくりを図るため、沖縄県及び沖縄県
緑化推進委員会の共催により、毎年「み
どりの日」に開催されています。 
　南大東島での式典に出席した小山
裕沖縄総合事務局長は、「近年、世界
的な森林の減少等の中で、地球温暖
化による環境問題への認識が高まっ
ていることや、特に、今年は７月の「沖
縄サミット」の開催を控え、県民の緑化
に対する気運も高まり、地域における
環境緑化が推進されていることは誠に
喜ばしい限りです。」と祝辞を述べました。
　当日は、両村において緑の少年団
代表により「緑は、私たちに多くの恵み
をもたらし、豊かな文化を培ってきました。
これからみんなで植える木 を々大きく豊
かな緑に育て次代に引き継いでいくこ
とは、私たちの大切な使命です。第５１
回沖縄県植樹祭の開催に当たり、私
たち一人一人が、緑がもたらす多くの
恵みに感謝し、緑の大切さについて考
え、理解し、緑を増やし守り育てていく
ことを決議します。」と力強い大会決
議が宣言されました。式典終了後、両
村において参加者全員による植樹が
行われ、南大東村ではリュウキュウマツ、
フクギなど１,２００本が、北大東村では
シャリンバイ、イヌマキ等２,２００本がそ
れぞれ植樹されました。 

通商産業部 

広瀬通商産業事務次官来沖 

　3月27日（月）～28日（火）の日程で、
広瀬勝貞通商産業事務次官が来沖し、
期間中に、沖縄県商工会議所連合会
を始めとする地元経済6団体との懇談
会がザ・ブセナテラス・ビーチリゾートに
おいて開かれました。 
　同懇談会では、広瀬事務次官から「最
近の通産行政について」というテーマ
で説明がありました。その中で、我が国
の経済の現状や今後の課題について
説明があった他、現在の沖縄県にお
ける景気浮揚対策、経済・産業の振興、
さらには北部振興という大きな課題に
ついて通産省としても積極的に取り組
んでまいりたいとコメントしました。 
　一方、経済団体側からは、沖縄経済
振興に対する一層の協力、中小企業
の技術・経営・流通・人材育成等の面
でのさらなる支援の要望があり、また、
全国画一的な産業施策だけでなく、沖
縄の地域に合うような形での施策を検
討するよう併せて要望がありました。 
　これに対し、次官からは沖縄の皆様
が使いやすく、また、ニーズに合うよう
なものを作っていくことが大事だとの
感想があった後、今後とも沖縄振興、
北部振興について、沖縄県の皆様の
知恵を借りながらやっていきたいとのコ
メントがありました。 
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